
宮城県上工下水一体官民連携運営事業

（みやぎ型管理運営方式）について
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宮城県企業局



○ 目次

①宮城県が運営する水道３事業

②みやぎ型管理運営方式の概要

③導入スケジュールと運営権者の選定方法

④優先交渉権者の提案内容

⑤事業開始後のモニタリング体制

⑥不安の声にお応えして

1



１．宮城県が運営する水道３事業
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１－１ 水道３事業の概要
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１－２ 水道用水供給事業（浄水場の施設）

■ 浄水場では「水の浄化処理」と

浄化処理によって発生する「泥の処理」を行っています
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南部山浄水場（白石市）
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１－３ 浄水場での処理工程

着水井 接触槽 ①一次混和池 ②フロック形成
池

②沈殿池 二次混和池 ③ 急速ろ過池 ④浄水池

④市町村の
受水タンク
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１－４ 浄水場での排泥処理工程

急速ろ過池から沈殿池から
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１－５ 水道用水供給事業（県）と 水道事業（市町村）
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１－６ 水道用水供給事業の規模
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１－７ 大崎広域水道事業
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１－８ 仙南・仙塩広域水道事業
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１－９ 工業用水道事業
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１－10 工業用水道事業区域図
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１－11 流域下水道事業（下水処理について）
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１－12 単独公共下水道（市町村）と 流域下水道（県）
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１－13 流域下水道の県内区域図

⑥ 迫川流域下水道事業

④ 吉田川流域下水道事業

⑦ 北上川下流東部流域下水道事業

⑤ 北上川下流流域下水道事業

➀ 仙塩流域下水道事業

③ 鳴瀬川流域下水道事業

② 阿武隈川下流流域下水道事業
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１－14 流域下水道事業における処理方式

ṇ

仙塩浄化センター 標準活性汚泥法 222,000m3/ 日

鹿島台浄化センター オキシデーションディッチ法 8,800m3/ 日
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２．みやぎ型管理運営方式の概要
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２－１ 水道事業を取り巻く経営環境
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２－２ 今後の水需要と料金の見通し
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２－３ みやぎ型管理運営方式の検討経緯①

Ẇ ỄỈ
「宮城県企業局新水道ビジョン」「水道事業経営管理戦略プラン」「新
経営計画」を策定・公表する中で，企業局内部において厳しい経営環境
に対する危機感の共有

Ẇ Ễỉ
厳しい事業環境を踏まえた今後の「最適な管理・運営」の方式について
企業局内部で検討を開始
⇒（方向性）「公共性を担保しつつ民の力を最大限活用」長期・包括・
官民協働運営

Ẇ ỄỊ
「宮城県上水・工水・下水一体型管理運営検討懇話会」（計３回）

水道事業や官民連携に精通した各分野の有識者等を招き、実現可能性に
ついて内部での検討を深めるために開催
⇒「みやぎ型管理運営方式」の大枠を構築
「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」（H29までに計４回）
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２－４ みやぎ型管理運営方式の検討経緯②

Ẇ Ễị
「宮城県上工下水一体官民連携運営検討会」（H28から計４回）

「みやぎ型管理運営方式導入可能性等調査」

「上工下水デューディリジェンス調査」

⇒「事業概要書」（事業スキーム）を策定・公表

Ẇ ễỂ
シンポジウムの開催（計３回）

民間事業者向け現地見学会の開催（計３回）

PPP・PFI導入調整会議（H30.7 ）

⇒水道法改正を条件に「PPP/PFI手法による実施が適当」との結論

ẅ ṕH30.12.6 Ṗ

政策・財政会議（H30.12.17 ）

⇒みやぎ型の導入を宮城県として機関決定
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２－５ 対象となる事業区域
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２－６ 民間事業者の活用状況
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２－７ 民間の力を十分に発揮させるために
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２－８ 「みやぎ型」導入による変化
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２－９ 事業費の削減
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２－10 事業費の削減目標
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２－11 事業費削減目標について

「みやぎ型管理運営方式」では、上工下水一体化による ṇ
や、運転管理を担う民間事業者に

ことにより、 קּ を実現し、
するものです。
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２－12 水道料金の上昇抑制効果
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３．導入スケジュールと

運営権者の選定方法
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３－１ 事業開始までのスケジュール
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３－２ 第一次審査（参加要件）
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３－３ 競争的対話とは？
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３－４ 優先交渉権者の選定手続き
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３－５ 第二次審査 配点の基本方針
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３－６ 提案金額の評価基準（価格点）
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３－７ 優先交渉権者の選定結果

コンソーシアム名

Ａ

ổốỐ ḱ ḱ ḱ ḱ ing ỌỘḱ
ṇ ṇ ṇ ṇḱộổỞḱỏọổ ṇ

代表企業 JFEエンジニアリング株式会社
構成企業 東北電力株式会社 他６社

Ｂ

רּ ṇ

代表企業 前田建設工業株式会社
構成企業 スエズウォーターサービス株式会社 他７社

Ｃ

ṇ ṇ ṇ

代表企業 メタウォーター株式会社
構成企業 ヴェオリア・ジェネッツ株式会社 他８社

（提案上限額）

運営権者提案額※1 下水改築額 運営権者事業費合計 削減額

1,388 265 1,653 197

Ａ 1,277 264.9 1,538 ※3 311

Ｂ 1,140 ※2 250.4 1,389 ※3 460

Ｃ 1,305 260.0 1,563 ※3 287

β1 ─ │1,403 1,388 15
β2 ─ │ 1,170 ╩ ∫√√╘ ─ ─ ≤⌂∫√⁹
β3 ─ ™⌐ ∆╢ ─ ─ ╩ ⇔√ ⁹
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３－８ 目標を超えるコスト削減の達成

20

3,314

3,067
2,977
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Ḳ1,464

Ḳ1,850

Ḳ1,414

Ḳ1,653

Ḳ1,414

Ḳ1,563

337
(Ẏ10.2 %)

① 現行体制継続時の予定事業費総額 ３，３１４億円

② 提案を踏まえた予定事業費総額 ２，９７７億円

③ 削減額（＝①－②） ３３７億円

④ 削減率（＝③／①×100） １０．２％
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３－９ コスト削減の内訳①

○ 優先交渉権者の提案における ※ ẎỄỊỉ
※ 県が想定した現行体制モデルとの比較

○ 主な削減項目

■人件費（▲１６７億円）

ÅＩＣＴ機器の導入や業務の効率化により、組織体制を最適化

■動力費（▲４８億円）

Å新技術の導入により消費電力を軽減・抑制
（例）下水処理場の散気装置を高効率なものに改築し、

消費電力を低減

■更新投資（▲３４８億円）、修繕費（＋１０１億円）

Å単に耐用年数で更新を判断せず、センサー類の活用により設備異常を常態的
に監視し、更新や分解整備等の時期を最適化。更なる設備の長寿命化を図る

Å長寿命化を図る一方で十分な修繕費を計上し、監視状況に即した効果的な
修繕の実施により、設備の更なる延命化を図る

県ストックマネジメント計画
を踏まえつつ、新技術の活用
と効果的な修繕により更なる
長寿命化・延命化を図る
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３－10 コスト削減の内訳②

40



４．優先交渉権者の提案内容
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４－１ 全体方針①

˗ ˗ ͜ ᷀
֯ ʣ›ʤ ὕ

みやぎの未来の水を支え続ける地域の基盤を創造し

地域の皆さまと協働して、その持続的発展に貢献します

３つの全体方針

安全・安心の水を安定的に供給する仕組みの構築と

透明性の高い運営と情報発信で皆様からの信頼を醸成します

創意工夫と革新的技術の導入と改善を継続する仕組み作りに

より３事業一体運営の効果を最大化します
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４－２ 全体方針②

¸革新的な経営手法と技術で業務水準の維持・向上と効率化を実現し、県民に開かれ

た窓により透明な事業運営で信頼を獲得します。

¸その結果、「みずむすびビジョン」で示した「持続可能な上工下水道サービス」を

実現します。
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４－３ メタウォーターグループの構成

ṇ ṇ SPC経営管理、改築・修繕業務 SPC

ṇ ṇ ṇ 維持管理業務

ḱ 維持管理業務 実績

財務管理業務 実績

改築・修繕業務

計画・設計業務

維持管理業務（土木・建築）

計画・設計・検査業務

改築・修繕業務

維持管理業務（土木・建築） 仙台空港コンセッション運営実績

∎ צּ ︡
¸ＳＰＣ（特別目的会社）は、国内最多の水事業実績を誇る代表企業を筆頭に、全国的
に活動する水プロフェッショナル企業と、宮城県の事情に精通した地元水プロフェッ
ショナル企業が、ノウハウと人材を結集して結成する。

ü ṇ ṇ טּ ḭ ṇ שּ
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４－７参照

４－４ 水質管理体制①

∎ ḱ
¸現在と同等以上の体制で、何重ものチェックにより安全・安心を最大限に確保。

¸浄水場の運転状況や、水源から受水地点までの水質データをリアルタイムで監視。

ICT

₋かび臭原因、毒物等の
₋
₋ （トリハロメタン等）の

₋水源から受水点まで
₋ ṇ により、万が一の水質異常を早期発見
₋ DXרּ ṇ で水質の季節変動、他施設と比較

₋現行の各種水質検査は קּ קּ
₋さらに、 を設けて管理を強化
₋SPC本社の が全浄水場の運転を ḱ

Å藍藻類の監視強化

Å魚類毒物監視の画像解析

Å有機物と水温の管理、等

次頁参照
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４－５ 水質管理体制②

∎ ︡ ḭ אל

ṕ Ṗ

ḱ

麓山浄水場系 中峰浄水場系 南部山浄水場系

県基準 県基準 県基準

ジクロロ酢酸（mg/l） ֔0.03 ֔0.018 ֔0.012 ֔0.018 ֔0.012 ֔0.018 ֔0.012

総トリハロメタン（mg/l） ֔0.1 ֔0.05 ֔0.04 ֔0.05 ֔0.045 ֔0.025 ֔0.022

トリクロロ酢酸（mg/l） ֔0.03 ֔0.015 ֔0.012 ֔0.015 ֔0.012 ֔0.015 ֔0.012

פּ
ジェオスミン（ng/l） ֔10 ֔5 ֔4 ֔5 ֔4 ֔5 ֔4

2-メチルイソボルネオール（ng/l） ֔10 ֔3 ֔2 ֔3 ֔2 ֔2 ֔1

∎ וֹףּ

¸ 水道法で求められる毎日検査項目、水質基準項目、水質管理目標設定項目等、
אל ךּ ḭ כֿ שּ קּ קּ ︡ ︣。

¸ さらに、運営権者自らの重点水質管理項目を設け、 ךּ︡
します。
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４－６ 施設の維持管理体制①

¸現在は、浄水場や下水処理場ごとに運転管理が行われています。

¸本システムの導入によって צּ となり、

を図るとともに、 ṇ が

可能となるほか、 ṇ ことができます。

∎

¸3事業を一体的に監視制御する「統合型広域監視制御システム」を

事業開始5年目までに構築します。

※イメージ
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４－７ 施設の維持管理体制②

∎ ︡

¸現在は浄水場や下水処理場に行かなければ
確認ができない や 、

が、 פּ Ṅ
になります。

¸これらの情報は し、的確な
に役立てていきます。 水みやぎDXプラットフォームによる

リアルタイム監視

グラフによる可視化、比較
により稼働状況等を見える化

各施設の運転データ

ḱ

ḱ פּ

MDP
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４－８ 施設の維持管理体制③

∎ṡ רּ Ṣ ḱ

¸これまで、施設の運転管理・保守点検・維持修繕・改築といった業務
毎の情報連携や活用には課題がありました。

¸最先端のデジタル技術を活用したアセットマネジメントシステムを導
入し、 ḭ ṇ し評価する
ことにより、 を行い、

︣。

MDP
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ᴟЈрЌ˔

４－９ 施設の維持管理体制④

¸これまでの運転管理では、熟練技術者の知識・経験に頼る部分が多くありまし
たが、現在、技術者の不足や、技術力の維持継承が課題となっています。

¸仙塩浄化センターと県南浄化センターに、 ︡
を事業開始５年目を目途に導入します。

¸下水の流入水量や水質に応じて す
ることを可能とし、薬品やエネルギー消費を抑えた ︣。

MDP∎
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４－10 災害・事故時の対応①

∎ פּ (BCM) ︢

¸県や市町村、県内企業と共同でBCP（事業継続計画）運用訓練、

ワークショップを定期的に実施し、想定外へ臨機に対応する能

力を向上。

ⱧỘὋ τֲốϬ ΠϥзІϼ
Ϭ ֳΰθְ֫ⱧỘBCPˢⱧ
έρχ ẛⱲḧϬ ˣρ

ḾṐḚ ЫИвϯи├

ᾉʺ◕ ʺ ᾕḼỘρ›
χBCP֫ Ἡ ˢУжϱ

рЖЄЗзϷם ˣϬ
ʺΰ☼ם ẛⱲḧ
χθϛχ

Ἡ ῇχм˔ϼЄдАФτ
ᴪϬῖΠοBCPʾЫИвϯиχ
ᵠ ρᴿ Ϭ

BCPρḾṐḚ ЫИвϯиϬ ᵠ
ΰʺὊְὓᵊˢᵠ ὓᵊʾӲⱱ

Ḛ ὓᵊϬḯϚˣτỘ ᵠ ├Ϭ ֳ

/ ︡ ṇ /

BCPḱ / BCP /
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４－11 災害・事故時の対応②

∎ ḱ
¸ ṇ ︡ し、 。

（給水車、高圧移動電源車、コンテナ格納型セラミック膜ろ過装置等）

¸ ︡ ḱ ṇ 。大規模災害時は、県

と調整の上、これらの設備を ︣ כֿ 。

ӱ ᾛּכ ӱ כּ

∎
¸ ︣ から重機の提供、資機材の調達支援、人員派遣が受

けられる 。

¸県内に設置された 。県と協議の上、

自己水源がない市町村や医療機関等の 。
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４－12 情報公開とモニタリング機能の確保

∎3

¸ダブルチェック（一次）、クロスチェック（二次）によるセルフモニタリング体

制で確実な業務履行を担保。

¸三次モニタリングとして、SPC ︡ ︣ ṡ

Ṣ 。セルフモニタリング結果を通じて事業運

営状況を分析し、業務水準向上に向けた改善提案と、より適切なセルフモニタリ

ング方法についての提言を実施。
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４－13 地域の皆様との協働運営体制を確立

∎ OM ︡

¸ SPCに加えて、「チーム水みやぎ」を

支える ṕ OM

Ṗ します。

¸ OM ṕ20 Ṗ

נּ し、地元を代表する

水専門企業として、地域人材を直接雇

用し長期的な視点で

します。

¸ SPC ṕ10 Ṗּצ OM

し、水インフラ事業で培って

きた全国レベルの技術と運営ノウハウ

を新OM会社に注入することで、

ḭ

צּ よう全力で支援します。
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４－14 地域の皆様との協働運営体制を確立

∎ṡ ￼ ︣ ṇṢ ︢
¸全国レベルのノウハウを有するSPC構成員が、本

アカデミーを通じて、 ḭ

します。

¸３事業一体管理のメリットを最大限に活かし、上

工下水事業の横断的なスキルを有する

∎ ךּ ︣

¸子どもや次世代を担う ṡ ︡ Ṣ ḱ を

もってもらうため、出前授業や職業体験イベントを開催し、水インフラへの

理解促進と、 רּ שּ します。

を推進するとともに、 します。
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４－15 事業安定性

∎

∎ DXרּ ṇ

¸最先端のデジタル技術を活用し、事業運営に関する

情報を一元的に集約し、蓄積する「 DXרּ

ṕ ṇ ṇ Ṗ

ṇ ṕMDPṖ」を構築します。

¸事業運営の履歴をMDPに記録し、 ḭ ḭ

ṇ ṇ することで ︡、

。

MDP
ʾὊְḚ ḱ

ʾӲⱱḚ
Ϭԁᾕ τ ʾ

Ộ ФкЈІϬ
ᵰΤϣᴦ♪ᴟ

χᶨ τϢϤ
Ộ Ϭ῟ ᴟ

¸本事業の財務に影響を与える主要リスクを特定した し

ています。保険や金利ヘッジなど、個別事象に対応した ḱ

に加え、 、 による包括的な資金対

策などを通じて、 します。

¸プロジェクトファイナンスに長けた金融機関から資金調達を行い、

נּ し、 します。
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４－16 任意事業

∎

∎

¸施設内の遊休地等を活用し、自家消費型太陽光発電事業と自己託送型

太陽光発電事業（太陽光発電設備が設置困難な施設に送電）を行い、

します。

¸南部山浄水場内の空きスペースを活用し、各浄水場で発生する

を、 ︡ します。

ᴥῬФжрЕ ᵠ ∙ᾖ ʿϽжϳрЖⱢ∙
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４－17 「チーム水みやぎ」の理念

ḩ Ṫ χ
Ặ ᾆẕʾםᾓ

ӽχ ФкТϴАЄд
ЗиχӾ

רּ וֹ ︣

ᾕḼỘϒχ⁯йЦиχ ЛϳМϳϬ
ӽτὋ

←ᵲⱲ ᴂ χ 
χ⁯∑ЈЬЗ˔χ
ᾉ ᵫ℗
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５．事業開始後のモニタリング体制
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５－１ モニタリングの基本方針

¸

ü

¸

üễ ḯ

ü ḯ
ḯ

ễ
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５－２ 水道水質検査のモニタリング体制

Å 51
ṕ 13

Ṗ

Å

168

Å 51
ṕ

Ṗ

Å

168

Å

Å

Ẅ

β

ü

ü

ü
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５－３ 要求水準とモニタリングの関係

Å ḯ
ḯ

Å ḯ ḯ

Å ṕ Ṗ

Å
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５－４ 経営審査委員会

位置付け 宮城県の として設置（ により位置づけ）

審査事項

（役割）

1. 及び

2. 予測困難な環境変化に起因する 又は
の内容

3. 内容

4. の内容

5. 第80条第2項に定める本事業期間終了時の残存価値の算定内容

6. 県及び運営権者の間の 内容

委員の
構成

Å上下水道工学を専門とする学識経験者

ÅPFI事業に精通した経済又は経営の学識経験者

Å会計、法務の専門家

Å受水市町村、流域下水道関連市町村 ・・・等

ü

ü
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５－５ 議会および県民への報告

ü

ü ễ Ỉ

ü ớốỔ

ü ệ ể

Å
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５－６ 運営権者（ＳＰＣ）による情報公開①

Å ỞớỎṕ Ṗ

Å

V

V ỞớỎ

ḹ Ḹ ϤθΜ ϬϽжТᴟσςπᴦ♪ᴟ

5.8
mg/l

65.9
mg/l

0.3
NTU

18.8
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５－７ 運営権者（ＳＰＣ）による情報公開②

Ẇ ṕ Ṗ

1.

2.

3. ỞớỎ
Å

Å

4. ỞớỎ

( Ṗ

5. ỞớỎ

ṕ Ṗ ṕ Ṗ

Ẇ

Å ṕ
Ṗ

66

県情報公開条例の

趣旨に沿った取扱い



６．不安の声にお応えして
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〇 県民の皆様からの不安の声

QểḰ Ḵ

QỄḰ Ḵ

QễḰ Ḵ

QỆḰ

Ḵ

QệḰ

Ḵṕ Ṗ
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〇 県民の皆様からの不安の声

QỈḰ
Ḵṕ

Ṗ

QỉḰ Ḵ

QỊḰ Ḵ

QịḰ Ḵ

Q10Ḱ
Ḵ
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Ａ１．料金の決定方法は？

Â

ṕ Ṗ

県と市町村による協議、
議会議決はこれまでと
変わりません。

Â

Â

ṕ Ṗ ẑ

70
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Ａ２．地元企業の仕事が無くなるのでは？

Â

Â

Âメタウォーターグループの提案ではṡ וֹףּ

Ṣとṡ OM Ṣが掲

げられています。
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Ａ３．海外では再公営化が主流と聞いたが？

¸ 1998 Ṍ2011
ṕ4,729Ṗ

¸ 96 .8Ṿ ṕ Ṗ

¸ 1.1%

Ệ ṕ Ṗ

¸ 2010

Ṍ2015

¸ ỈỊ
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Ａ３．海外では再公営化が主流と聞いたが？

ỄỈ ṕ Ṗ
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Ａ４．海外の再公営化事例の教訓と「みやぎ型」での対応は？

ỄỈ ṕ Ṗ
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Â

Â

ṕ Ṗ
Â

Â ớốỔ

教訓❶

Ａ４．海外の再公営化事例の教訓と「みやぎ型」での対応は？
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Ａ４．海外の再公営化事例の教訓と「みやぎ型」での対応は？

教訓➋
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Ａ４．海外の再公営化事例の教訓と「みやぎ型」での対応は？

Â

ṕ Ṗ
Â

Â

教訓➌
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É 運営権者が導入する「知的財産権」を伴う新技術は、事業期間終了後も県が 「無償・
無期限」で使用できる規定を定めており、水道料金の低廉化のために盛り込んだ、県側
にとって相当有利な規定β1です。

保守管理料 保守管理料

ờỆ
20

（事業期間終了）

特許料等 特許料等は不要

ライセンス料
（使用料・メンテナンス料・特許料等）

新技術を伴う
浄水設備等

クラウド
サービス等

ライセンス料
（使用料・メンテナンス料・特許料等）

（今回の事業期間） （次の事業期間）

40
（事業期間終了）

同等の費用負担により
利用が継続可能とする

β１：国内のコンセッション事例において初導入。

É 近年、多くの分野で導入されているクラウドサービスを利用する上では、
月額等のライセンス料が必要です。（この中に知的財産権が含まれる場合がある）

É ỄỂ に、県が新技術の使用を継続する上で、
בֿ ךּ に、運営権者が支払っていた金額を上限לּ

として県が承認した場合に導入を認める規定を追加したものです。

Ａ５．実施契約書の改訂理由は？（知的財産権）
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Ａ６．実施契約書の改訂理由は？（突発的な事象）

É 大崎広域水道の麓山浄水場では、年によって、夏場に が強くなることがあ
り、対策として ṕ Ṗ を行っています。

É 平成２６～２７年度にはカビ臭が極めて顕著となり、大量の薬品を使用したことで、平
年比で１０倍以上の対策費用を要した実績があります。

災害や水質・水量の変化等、 ךּ については、

県が応分の費用負担を行う により、 ṕ

Ṗに繋がり、 を確保する上でも重要です。

É 恒常的な水質変化に対しては

対策費用を考慮して運営権者

収受額を改定することになり

ますが、カビ臭対策のように

突発的な事象に対しては、協

議を受けて個別に対応する方

が利用料金の上昇抑制に適う

（※）と判断し、規定を改定す

ることにしました。

126t

80t

（※次期の料金算定に考慮する必要が
なくなる）
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Ａ７．事故や災害時の対応はどうなるのか？

Â が発生した場合には、 צּ に運営権者と協力

して被害状況等を調査し、関係市町村等との調整を行います。

（浄水場・処理場の運転管理を委託等している現在と変わりません）

Â被災後は を活用し、 צּ となって ḱ

を行います。

（災害復旧制度の対象とならない軽微な被害は、運営権者が維持管理

の範疇として対応する）

今年２月の地震で発生した大倉川での における β

についても、 שּ צּ します。

（β市町村の要請に応じて、水質の確認を実施し、送水量の増量を

行うことで断水を回避しました）
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Ａ８．県職員の技術力はどのように維持していくのか？

Â浄水場や下水処理場の運転管理は、現在も を行っており、

設備機器を操作しているのは民間事業者です。

Â県職員は、水道法に基づく （上水）の実施や、民間事業者の行う運転状況

や水質試験結果を し、有事には しており、これらについて

はみやぎ型の導入後も継続して行うことから、引き続き、専門的な技術や経験

の維持、技術の継承が重要となります。

ü 現在、 や ︣ を充実させることによ

り、 を図っています。

ü 今後は、上記に加えて、優先交渉権者が導入するIoTやAIを活用した

が求められることから、平成31年度に連携協定を結んだ東京都水

道局が開催する や、優先交渉権者が開催する「 ￼ ︣

ṇẑ」に参加し技術力の向上を図ることとしています。

※ SPCだけでなく地元企業や県・市町村を対象に実施する研修 81



Ａ９．採算が悪化した場合に撤退しないのか？

Â は ךּ であることから、いかなる事態が起きても

することが極めて重要です。

Âみやぎ型管理運営方式では、運営権者が行うセルフモニタリングと県が行う

モニタリングを継続的に実施することにより、事前に を捉え

て、 ἲ ṕ ḭ Ṗの期間を十分に確保できます。

Â万が一、運営権者が撤退する事態となった場合には、引き継ぎを義務として

課しており、水処理に一切の空白が生じることのないよう、確実に事業引継

を行うこととしています。（別途、違約金も発生）

Âさらに、メタウォーターグループの提案では、ỞớỎּצ ︡ でも、

לּ ỚỘ することにより、引き継ぎを

最小限とすることが可能となっています。
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Ａ10．なぜコンセッションなのか、民営化とは違うのか？

Â様々な「 」の中でも、 して大きなコスト削減が

期待できる手法が です。

Â事業そのものを完全に売り渡すṡ Ṣ טּ 。

Âみやぎ型管理運営方式は、民間事業者が持つノウハウを最大限活用しつつ、 צּ

し、 ḱ する方式です。

Ṅ

ṕ Ṗ

Ḳ

Ḳ

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ

Ḳ

Ḳ
Ḳ

Ḳ

Ḳ

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ ṕ Ṗ

Ḳ

Ḳ

Ḳ
Ḳ

Ḳ

Ḳ

Ḳ
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○ まとめ（みやぎ型管理運営方式は・・・）

Â טּ

üこれまでと同様に民間事業者と連携し、県が事業の最終責任
を持って、事業を運営していきます。

Â ḱ ḭ קּ קּ צּ

ü水道法の水質検査は引き続き県が行い、水の安全・安心を担
保します。

ü民間事業者の行う水質検査も、これまでと変わらずに実施し
ます。

Â בֿ קּ ךּ

ü運営権者収受額の改訂は、物価変動や水量見通し等に限定さ
れています。

ü料金はこれまでと同様に、関係市町村との協議を経て、県議
会の議決により決定します。
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